
防衛装備庁訓令第２４号

防衛装備庁における専決及び代決に関する訓令を次の

ように定める。

平成２７年１０月１日

防衛装備庁長官 渡辺 秀明

防衛装備庁における専決及び代決に関する訓令

改正 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 庁 訓 第 ４ 号

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ２ ９ 日 庁 訓 第 ６ 号

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 ２ ３ 日 庁 訓 第 １ 号

平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ２ ４ 日 庁 訓 第 ６ 号

平成２９年１１月２７日庁訓第１６号

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ ７ 日 庁 訓 第 １ 号

令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 庁 訓 第 ５ 号

（趣旨）

第１条 この訓令は、防衛装備庁における専決及び代決

に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）



第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 専決 当該事項について権限を有する者の委任に

基づき、常に代わって決裁することをいう。

⑵ 代決 当該事項について権限を有する者が出張、

休暇その他の理由により不在の場合、臨時的に代わ

って決裁することをいう。

⑶ 長官 防衛装備庁長官をいう。

⑷ 審議官等 長官官房審議官、装備政策部長、プロ

ジェクト管理部長、技術戦略部長、調達管理部長及

び調達事業部長をいう。

⑸ 調達総括官等 調達総括官及び総括装備調達官を

いう。

⑹ 課長等 長官官房総務官、長官官房人事官、長官

官房会計官、長官官房監察監査・評価官、長官官房

装備開発官、長官官房艦船設計官、装備政策部装備

政策課長、装備政策部国際装備課長、装備政策部装

備保全管理官、プロジェクト管理部事業計画官、プ



ロジェクト管理部事業監理官、プロジェクト管理部

装備技術官、技術戦略部技術戦略課長、技術戦略部

技術計画官、技術戦略部技術振興官、調達管理部調

達企画課長、調達管理部原価管理官、調達管理部企

業調査官、調達事業部需品調達官、調達事業部武器

調達官、調達事業部電子音響調達官、調達事業部艦

船調達官、調達事業部通信電気調達官、調達事業部

航空機調達官及び調達事業部輸入調達官をいう。

⑺ 物別官 調達事業部需品調達官、調達事業部武器

調達官、調達事業部電子音響調達官、調達事業部艦

船調達官、調達事業部通信電気調達官、調達事業部

航空機調達官及び調達事業部輸入調達官をいう。

⑻ 物別室長 調達事業部需品調達官付機械車両室長

、調達事業部武器調達官付弾火薬室長、調達事業部

電子音響調達官付誘導武器室長、調達事業部通信電

気調達官付電子計算機室長、調達事業部航空機調達

官付航空機部品器材室長、調達事業部航空機調達官

付回転翼室長及び調達事業部輸入調達官付有償援助



調達室長をいう。

（専決事項）

第３条 この訓令で定める専決事項は、別表に掲げると

おりとする。ただし、重要又は異例に属するものにつ

いてはこの限りでない。

（再委任）

第４条 審議官等は、前条の規定により委任を受けた専

決事項について、課長等に委任することができる。

２ 審議官等は、前項の規定により専決事項を課長等に

委任しようとするときは、次に掲げる基準に従い、あ

らかじめ防衛装備庁長官の承認を得るものとする。

⑴ 当該専決事項を委任することにより事務の効率化

が図られること。

⑵ 委任する専決事項が２以上の課等の所掌に係るも

のでないこと。

（代決）

第５条 次の表の左欄に掲げる者の代決は、右欄に掲げ

る者が行うものとする。



決裁権者 代決者

長官 長官官房審議官

防衛技監 審議官等のうち防衛技監の指

定する者

長官官房装備官 長官官房装備官の指定する課

長等

審議官等 審議官等の指定する調達総括

官等又は課長等

調達総括官等 調達総括官等の指定する物別

官又は物別室長

課長等 課長等の指定する職員

物別室長 物別室長の指定する職員

２ 代決を行った者は、代決に係る事項について必要と

認めるときは、速やかに当該事項について権限を有す

る者に報告しなければならない。

３ 長官及び長官官房審議官が不在の場合には、当該事

項を所掌する部長が、長官官房の所掌する事項につい

ては装備政策部長が、これを代決することができる。



（代決者の指定の報告）

第６条 前条第１項の規定に基づき、代決者の指定を行

う場合は、あらかじめ又は関係職員の異動の都度、長

官に通知するものとし、様式は別記様式に定めるとお

りとする。

（合議）

第７条 この訓令を改廃する場合には、大臣官房文書課

に合議するものとする。

附 則

この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年３月３１日庁訓第４号）

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年９月２９日庁訓第６号）

１ この訓令は、平成２８年１０月１日から施行する。

２ 人事評価に関する訓令（平成２８年防衛省訓令第５

６号。以下「人事評価訓令」という。）附則第３条及

び第４条の規定によりなお従前の例によることとされ

た勤務評定に関する訓令の一部を改正する訓令（平成



２７年防衛省訓令第５９号）附則第２項の規定により

、定期評定の期日が平成２８年９月３０日とされてい

る勤務評定に関する訓令（昭和３３年防衛庁訓令第１

０号。以下「勤務評定訓令」という。）の規定による

定期評定及び人事評価訓令の施行の日の前日において

条件付採用期間中であった隊員の勤務評定訓令の規定

による特別評定に係る評定系統の防衛大臣への申請に

ついては、なお従前の例による。

附 則（平成２９年２月２３日庁訓第１号）

この訓令は、平成２９年２月２３日から施行する。

附 則（平成２９年３月２４日庁訓第６号）

この訓令は、平成２９年３月２７日から施行する。

附 則（平成２９年１１月２７日庁訓第１６号

）

この訓令は、平成２９年１１月３０日から施行する。

附 則（平成３１年１月１７日庁訓第１号）

この訓令は、平成３１年１月１７日から施行する。

別表（第３条関係）



１ 防衛技監専決事項

所掌する課長等 専決事項

装備開発官及び 装備品等の標準化に関する訓

艦船設計官並び 令（昭和４３年防衛庁訓令第３

に防衛装備庁の ３号。以下「標準化訓令」とい

施設等機関の長 う。）第１４条第２項第３号及

び第４項の規定に基づく仕様書

の作成に関すること（別に定め

るものを除く。）。

装備開発官、事 １ 防衛装備庁の装備品等の研

業計画官、事業 究開発に関すること（プロジ

監理官、装備技 ェクト管理部長及び技術戦略

術官、技術戦略 部長専決事項を除く。）。

課長、技術計画 ２ 防衛装備庁の装備品等の研

官及び技術振興 究開発の実施に関する訓令（

官 平成２７年防衛装備庁訓令第

１６号。以下「研究開発実施

訓令」という。）における長



官の承認及び了承に関するこ

と。

３ 研究開発実施訓令に規定す

る細部計画に関すること。

４ 安全保障技術研究推進制度

に関すること。

技術計画官 研究開発評価会議に関する訓

令（平成２７年防衛装備庁訓令

第２０号）第２条の規定に基づ

く評価対象事項に関すること並

びに第３条及び第５条に規定す

る委員の構成に関すること。

２ 長官官房装備官専決事項

所掌する課長等 専決事項

装備開発官 １ 研究開発グループに関する

訓令（平成２７年装備庁訓令

第１８号。以下「グループ訓

令」という。（第５条第１項



の規定に基づくグループ主任

及びメンバーの修正に伴う防

衛技監の承認及び通知に関す

ること（取得事業の一環とし

て扱われる事業に限る。）。

２ 防衛装備庁における依頼試

験等の実施に関する訓令（平

成２７年防衛装備庁訓令第１

５号）第５条第１項及び第３

項の規定に基づき装備官が手

続を行う通知、送付及び回答

等に関すること。

３ 標準化訓令第１４条第２項

第３号及び第４項の規定に基

づく仕様書の作成に関するこ

と（別に定めるものを除く。

）。

４ 装備官の担当する委託又は



試作の成果に関し、当該契約

の相手方が公表の承諾を求め

てきた場合における回答に関

すること（特に重要なもの若

しくは異例なもの又は秘密区

分の指定のあるものを除く。

)。

５ 各幕僚監部からの軽易な依

頼 に 対 す る 回 答 に 関 す る こ

と。

６ 各幕僚監部への軽易な依頼

に関すること。

７ 技術試験等組織別経費配分

に つ い て の 通 知 に 関 す る こ

と。

艦船設計官 １ グループ訓令第５条第１項

の規定に基づくグループ主任

及びメンバーの修正に伴う防



衛技監の承認に関すること。

２ 船舶の造修等に関する訓令

（昭和３２年防衛庁訓令第４

３号。以下「船舶造修訓令」

という。）第３条の規定に基

づく技術上の基準及び使用の

基準及び取扱いの基準に係る

陸上幕僚長との協議に関する

こと。

３ 船舶造修訓令第１０条の規

定に基づく設計等の基準に係

る海上幕僚長との協議に関す

ること。

４ 船舶造修訓令第１４条及び

第１８条の規定に基づく基本

計画に係る海上幕僚長との協

議に関すること。

５ 船舶造修訓令第１５条及び



第１８条の規定に基づく基本

設計に係る海上幕僚長との協

議並びに大臣への申請及び報

告に関すること。

６ 船舶造修訓令第２１条の規

定に基づく就役条件の検討に

係る海上幕僚長との協議に関

すること。

７ 船舶造修訓令第２２条第３

項の規定に基づく能力試験に

係る海上幕僚長との協議に関

すること。

８ 船舶造修訓令第２３条第３

項の規定に基づく老齢船舶の

調査に係る海上幕僚長等との

協議に関すること。

９ 船舶造修訓令第２５条第１

項の規定に基づく特定の船舶



等の基本設計の作成に関する

こと。

１０ 装備品等及び役務の調達

実施に関する訓令（昭和４９

年防衛庁訓令第４号。以下「

調達実施訓令」という。）第

１３条の規定に基づく文書、

図画、見本等に係る海上幕僚

長等からの協議に対する回答

に関すること（模型審議及び

技 術 審 査 の 委 員 の 派 出 を 含

む。）。

１１ 装備官の担当する委託の

成果に関し、当該契約の相手

方が公表の承諾を求めてきた

場合における回答に関するこ

と（特に重要なもの若しくは

異例なもの又は秘密区分の指



定のあるものを除く。）。

１２ 各幕僚監部からの軽易な

依頼に対する回答に関するこ

と。

１３ 各幕僚監部への軽易な依

頼に関すること。

１４ 防衛装備庁の内部部局に

勤務する職員の建造中の艦船

への乗艦手続に関すること。

１５ 標準化訓令第１４条第２

項第３号及び第４項の規定に

基づく仕様書の作成に関する

こと（試作品を除く。）。

３ 審議官等共通専決事項

所掌する課長等 専決事項

課長、長官官房 １ 定例的又は軽易な事項に係

及び各部に置か る長官名による通達類に関す

れる課長に準ず ること。



る職並びに調達 ２ 照会、回答及び依頼等に関

事業部に置かれ すること（課長等共通に掲げ

る室の長 るものを除く。）。

３ 審議官等又は課長等が主催

する会議等を実施するための

長官名による通達及び依頼等

に関すること。

４ 長官に供覧した文書の処置

に関すること（当該供覧文書

において審議官等が処置する

ことを明記した場合に限る。

）。

５ 緊急の事態に際して、防衛

装備庁における特定秘密の保

護に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２７号。以

下「特定秘庁訓令」という。

）第２９条第５項の規定によ



る内閣保全監視委員会及び内

閣府独立公文書管理監への報

告に関すること。

６ 特定秘庁訓令第３３条第１

項の規定による他の行政機関

への特定秘密文書等の交付又

は特定秘密の伝達の承認に関

すること。

７ 特定秘庁訓令第３５条第２

項の規定による適合事業者と

の特定秘密文書等の交付又は

特定秘密の伝達の承認に関す

ること。

８ 特定秘庁訓令第３３条第３

項、第３５条第４項又は第３

８条第３項の規定による特定

秘密文書等の交付又は特定秘

密の伝達に係る他の行政機関



の長の同意の取得に関するこ

と。

９ 特定秘庁訓令第３９条第１

項の規定による特定秘密文書

等の交付又は特定秘密の伝達

の承認に関すること（特定秘

密の保護に関する法律（平成

２５年法律第１０８号）第１

０条第１項第１号イに掲げる

場合を除く。）。

１０ 防衛装備庁の内部部局に

勤務する隊員の航空機への搭

乗承認、通知及び依頼に関す

ること。

１１ 部外者の航空機への搭乗

依頼に関すること。

４ 長官官房審議官専決事項

所掌する課長等 専決事項



総務官及び会計 標準化訓令第１４条第２項第

官 ３号及び第４項の規定に基づく

仕様書の作成に関すること（試

作品を除く。）。

総務官 １ 広報資料の収集及びその編

集発行に関すること。

２ 防衛装備庁において契約履

行中の装備品等の取材に係る

契約相手方への便宜供与の依

頼及び地方防衛局等の補助者

への通知に関すること。

３ 防衛省の損害賠償に関する

訓令（昭和３９年防衛省内訓

第５号）に基づく損害賠償業

務に関すること。

４ 公文書等の管理に関する法

律（平成２１年法律第６６号

）第８条第１項に規定する行



政文書ファイル等の国立公文

書館等への移管及び破棄に関

すること（同条第２項前段に

規定する当該破棄に係る内閣

総理大臣との協議及び同項後

段に規定する新たな保存期間

及び保存期間の満了する日の

設定並びに同条第３項に規定

する国立公文書館等において

利用の制限を行うことが適切

であると認める旨の意見を付

す る こ と に 関 す る こ と を 含

む。）。

５ 公文書等の管理に関する法

律第９条第１項及び第３項に

規定する行政文書の管理状況

の報告並びに同項に規定する

資料の提出に関すること。



６ 公文書等の管理に関する法

律第１８条第３項に規定する

特定歴史公文書等を利用させ

ることについての意見書の提

出に関すること。

７ 公文書等の管理に関する法

律施行令（平成２２年政令第

２５０号）第１３条に規定す

る行政文書ファイル管理簿の

閲覧場所の官報公示に関する

こと（閲覧場所の変更に係る

ものを含む。 )。

８ 行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成１１

年法律第４２号）に基づく移

送、意見書提出の機会付与、

開示決定等（同法第９条各項

の決定をいう。）、開示決定



等期限の延長、開示決定等期

限の特例、開示手数料の減額

又は免除、開示決定等につい

ての不服申立ての情報公開・

個人情報保護審査会への諮問

及び不服申立てに対する裁決

又は決定に関すること。

９ 行政機関の保有する情報の

公開に関する法律第１４条第

３項ただし書（同条第４項に

おいて準用する場合を含む。

）に規定する正当な理由の判

断に関すること及び同法第１

５条第１項に規定する他の法

令による開示の実施との調整

に関すること。

１０ 行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平



成１５年法律第５８号（に基

づく移送、意見書提出の機会

付与、開示決定等（同法第１

８条各項の決定をいう。）、

開示決定等期限の延長、開示

決定等期限の特例、訂正決定

等（同法第３０条各項の決定

をいう。）、訂正決定等期限

の延長、訂正決定等期限の特

例、保有個人情報の提出先へ

の通知、利用停止決定等（同

法第３９条各項の決定をいう

。）、利用停止決定等期限の

延長、利用停止決定等期限の

特例、開示決定等、訂正決定

等又は利用停止決定等につい

ての不服申立ての情報公開・

個人情報保護審査会への諮問



及び不服申立てに対する裁決

又は決定に関すること。

１１ 行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律第１

０条第１項及び第３項に規定

する個人情報ファイルの保有

等 に 関 す る 通 知 に 関 す る こ

と。

１２ 行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律第２

４条第４項ただし書に規定す

る正当な理由の判断に関する

こと及び同法第２５条第１項

に規定する他の法令による開

示の実施との調整に関するこ

と。

１３ 事務次官から通達された

訓令の制定について、審議官



等及び防衛装備庁の施設等機

関 の 長 へ の 通 知 に 関 す る こ

と。

１４ 防衛省の情報保証に関す

る訓令（平成１９年防衛省訓

令第１６０号。以下「情報保

証省訓令」という。）第２３

条の規定に基づく情報システ

ムの部外への設置承認及び通

知に関すること。

１５ 情報保証省訓令第２６条

の規定に基づく情報システム

の運用承認及び通知に関する

こと。

１６ 防衛装備庁の情報システ

ムに関し、適用除外システム

の運用承認及び通知に関する

こと。



１７ 防衛装備庁の情報保証に

関する訓令（平成２７年防衛

装備庁訓令第１２号）第１７

条の規定に基づく情報保証に

関する教育及び訓練に関する

通知に関すること。

１８ 情報保証省訓令第２７条

の規定に基づく運用承認の実

績の防衛大臣への報告に関す

ること。

１９ 自衛隊の暗号に関する訓

令（昭和５９年防衛庁訓令第

２号）第５条の規定に基づく

ファイル暗号化ソフトで使用

する暗号の強度審査依頼に対

する回答に関すること。

人事官 １ 行政職（一）５級以下、研

究職３級以下及び行政職（二



）の事務官等の任免、休職、

休業、復職、育児短時間勤務

、昇格、降格、優良昇給及び

入校等に関すること。

２ 非常勤職員の任免（人事官

専決事項を除く。）に関する

こと。

３ ２佐以下の自衛官の任免、

休職、復職、昇給、補職（１

佐をもって充てる職に補職さ

れる場合を除く。）及び入校

等に関すること。

４ 職員（防衛省の職員の給与

等に関する法律（昭和２７年

法律第２６６号）第６条の規

定の適用を受ける職員及び一

般職の職員の給与に関する法

律（昭和２５年法律第９５号



）第１９条の４第２項に規定

する特定管理職員を除く。）

の勤勉手当の成績率の決定に

関すること。

５ 俸給支給機関の長としての

事 務 （ 人 事 官 専 決 事 項 を 除

く。）に関すること。

６ 公務員宿舎の設置計画に関

すること。

７ 厚生委員会の委員の指名及

び同委員会に対する諮問に関

すること。

８ 職員の健康管理（人事官専

決事項及び施設等機関の長専

決事項を除く。）に関するこ

と。

９ 防衛装備庁の内部部局に勤

務する職員の勤労者財産形成



貯蓄等に係る業務に関するこ

と。

１０ 共済組合に関連して必要

な防衛装備庁の業務に関する

こと。

１１ 職員の教育訓練に関する

こと。

１２ 防衛技官（研究職）の任

用上申に関すること。

１３ 採用予定者数の試験管理

事務局長への通知に関するこ

と。

１４ 自衛官の業務管理教育の

受講候補者の選考及び発令等

に関すること。

１５ 事務官等及び自衛官の２

佐職以下の研修候補者の選考

及び発令等に関すること。



１６ 防衛省の職員の給与等に

関する法律第５条第２項の規

定に基づく昇給の発令に関す

ること。

１７ 科学技術・イノベーショ

ン創出の活性化に関する法律

（平成２０年法律第６３号）

第１８条の規定に基づく事務

官等の研究公務員の研究集会

へ の 参 加 の 承 認 に 関 す る こ

と。

１８ 隊員の分限、服務等に関

する訓令（昭和３０年防衛庁

訓令第５９号）第１４条の規

定に基づく事務官等の兼業兼

職の承認に関すること。

１９ 事務官等の行政職（一）

５級以下（相当級を含む。）



及び自衛官の２佐職以下の人

事発令事項に関すること。

２０ 幹部自衛官に係る補職、

再任用及び退職に関する事項

並びに昇任及び昇給に関する

事項の各幕僚監部への通知等

に関すること。

２１ 俸給支給機関の指定等に

関する訓令（昭和３０年防衛

庁訓令第９号）第２条の２の

規定に基づく防衛装備庁に勤

務する職員に対する俸給の繰

上 げ 支 給 の 承 認 に 関 す る こ

と。

２２ 国家公務員宿舎法施行令

（昭和３３年政令第３４１号

）第５条の規定に基づく長官

に委任された宿舎の設置計画



に関する事務並びに宿舎の維

持及び管理に関する事務に関

すること。

２３ 国家公務員法（昭和２２

年法律第１２０号）第７３条

第１項による国家公務員福利

厚生基本計画（内閣総理大臣

決定。３．３．２０）に基づ

く隊員のレクリエーションの

実施要領の決定及び通知並び

に実施結果の大臣への報告に

関すること。

２４ 再任用の意向調査に関す

ること。

２５ 兼務に係る手当の支給等

に係る防衛大臣への報告に関

すること。

２６ 自衛隊法施行規則（昭和



２９年総理府令第４０号）第

６５条の４、第６５条の８、

第６５条の１１、第６５条の

１３、第６５条の１４及び第

６５条の１５並びに一般定年

等隊員の退職管理に関する共

同命令第１条、第２条及び第

３条に基づく防衛大臣への届

出又は申請に関すること。

２７ 人事教育局長からの通知

文書に基づく叙勲等の資格者

等についての回答に関するこ

と。

２８ 人事教育局長からの通知

文書に基づくメンタルヘルス

、パワー・ハラスメント、薬

物乱用防止月間、倫理週間、

セクシュアル・ハラスメント



防止週間、男女共同参画週間

及びワークライフバランス推

進強化月間に関すること。

会計官 防衛装備庁の物品管理に関す

る訓令（平成２７年防衛装備庁

訓令第１０号。以下「物品管理

訓令」という。）第２２条第１

項の規定に基づく物品亡失（損

傷等）の長官の裁定に関するこ

と。

監察監査・評価 １ 防衛省の政策評価の実施に

官 係る防衛装備庁内への通知に

関すること。

２ 防衛監察の実施に関する訓

令（平成１９年防衛省訓令第

５７号）に基づく定期防衛監

察等の通知に係る防衛装備庁

内への通知に関すること。



３ 防衛監察本部の事務の遂行

に必要な事項に関する協力に

ついて、防衛装備庁内への通

知に関すること。

５ 装備政策部長専決事項

所掌する課長等 専決事項

装備保全管理官 １ 秘密の取扱いに関する適格

性の付与等に関すること。

２ 防衛装備庁における特別防

衛秘密の保護に関する訓令（

平成２７年防衛装備庁訓令第

２５号。以下「特防秘庁訓令

」という。）第１５条から第

１８条までの規定による特別

防衛秘密の秘密区分の指定、

変更、解除、標記等及び通知

の承認に関すること。

３ 特防秘庁訓令第２２条、第



２９条、第３８条及び第４４

条の規定による特別防衛秘密

の製作、複製、送達、伝達、

保管、貸出及び破棄に関する

ことについての指示、承認又

は許可に関すること。

４ 特防秘庁訓令第２４条の規

定による特別防衛秘密の委託

の許可に関すること。

５ 特定秘密の保護に関する法

律第６条第２項の規定による

特定秘密の提供に係る他の行

政機関の長との協議に関する

こと。

６ 特定秘庁訓令第４１条第１

項の規定による内閣保全監視

委員会からの求めへの対応に

関すること。



７ 特定秘庁訓令第４２条第１

項の規定による内閣府独立公

文書管理監が行う求めへの対

応及び同条第２項の規定によ

る内閣府独立公文書管理監へ

の提出又は報告の措置に関す

ること。

８ 特定秘庁訓令第４４条第２

項の規定による内閣保全監視

委員会及び内閣府独立公文書

管理監への報告に関するこ

と。

９ 防衛装備庁における特定秘

密の取扱いに関する適性評価

の実施に関する訓令（平成２

７年防衛装備庁訓令第２８

号。以下「適性評価訓令」と

いう。）第２章に規定する防



衛装備庁職員（装備政策部長

を除く。）及び第３章に規定

する適合事業者の従業者につ

いての適性評価の実施に関す

ること。

１０ 適性評価訓令第２６条第

３項、第２７条第５項及び第

２８条第１項の規定による防

衛装備庁職員に対する適性評

価についての苦情の処理に関

すること。

１１ 適性評価訓令第５６条第

２項の規定による内閣保全監

視委員会への報告に関するこ

と。

６ プロジェクト管理部長専決事項

所掌する課長等 専決事項

事業計画官 １ 防衛装備庁における依頼試



験等の実施に関する訓令第５

条第１項及び第３項並びに第

７条第１項及び第３項の規定

に基づく通知、送付及び回答

等に関すること。

２ 進化的開発に関する訓令 (

平成１８年防衛庁訓令第７０

号。以下「進化的開発訓令」

という。 )第１０条第３項に

規定する各幕僚長及び情報本

部長への通知に関すること。

３ 自衛隊の電波の監理に関す

る訓令（平成１８年防衛庁訓

令第３４号 ｡以下 ｢自衛隊電波

監理訓令」という。）第４条

の規定に基づく電波使用状況

調査に関する事務及び大臣へ

の報告に関すること。



４ 自衛隊電波監理訓令第５条

の規定に基づく中長期電波使

用見積りに関する事務に関す

ること。

５ 自衛隊電波監理訓令第６条

の規定に基づく中期電波使用

計画の大臣への報告に関する

こと。

６ 自衛隊電波監理訓令第８条

の規定に基づく周波数等の使

用及び周波数等の使用に係る

指定条件の変更等についての

大臣への申請並びに防衛装備

庁の電波の監理に関する訓令

（平成２７年防衛装備庁訓令

第１９号。以下「電波監理庁

訓令」という。）第６条の規

定に基づく長官官房装備官等



への周波数等の指定及び呼出

符号の指定の通知に関するこ

と。

７ 自衛隊電波監理訓令第１１

条の規定に基づく移動局等の

開設に係る申請書の大臣への

提出及び電波監理庁訓令第９

条の規定に基づく長官官房装

備官等への承認書の送付に関

すること（承認後の変更及び

再交付の場合を含む。 )。

８ 自衛隊電波監理訓令第１９

条の規定に基づく承認書の返

納に関すること。

９ 自衛隊電波監理訓令第２０

条の規定に基づく検査官に対

する移動局等の検査命令に関

すること。



１０ 自衛隊電波監理訓令第２

３条第３項の規定に基づく移

動局等の検査結果の大臣への

報告に関すること。

１１ 自衛隊電波監理訓令第２

８条の規定に基づく資格試験

に関する事務に関すること。

１２ 電波監理庁訓令第１３条

第１項の規定に基づく長官官

房装備官等に対する検査官適

格者推薦の指示並びに同条第

４項の規定に基づく検査官の

命免及び長官官房装備官等へ

の通知に関すること。

１３ 固定局開設等に関する事

務に関すること。

１４ 自衛隊の訓練等に必要な

制限水域の設定及びこれに伴



う損失補償に関する訓令（平

成 １ ９ 年 防 衛 省 訓 令 第 ６ ３

号。以下「損失補償訓令」と

いう。）第５条第３項の規定

に基づく地方協力局長への協

議並びに変更基本計画書の作

成及び通知に関すること（同

条第４項に該当するものを除

き、取得事業の一環として扱

われる事業に限る。）。

１５ 損失補償訓令第５条第５

項の規定に基づく地方協力局

長及び関係する地方防衛局長

への通知に関すること（取得

事業の一環として扱われる事

業に限る。）。

１６ 自衛隊の使用する自動車

に関する訓令（昭和４５年防



衛庁訓令第１号。以下「自動

車訓令」という。）第２３条

第１項の規定に基づく提出に

関すること（取得事業の一環

として扱われる事業に限る。

）。

１７ 自衛隊の自動車の保安基

準の緩和に係る認定の申請及

び通知に関すること（取得事

業の一環として扱われる事業

に限る。）。

１８ 特定物質の製造等に関す

る訓令（平成７年防衛庁訓令

第４８号）第９条第２項の規

定に基づく特定物質の使用に

係る大臣への報告に関するこ

と（取得事業の一環として扱

われる事業に限る。）。



１９ 防衛装備庁における特定

物質の製造等に係る通知に関

すること（取得事業の一環と

し て 扱 わ れ る 事 業 に 限 る 。

）。

事業監理官 １ 防衛大臣から通知された実

用試験成果報告の評価結果の

関係部署への通知に関するこ

と。

２ 他省庁からの省庁間協力に

よる便宜供与の要請に関する

事務次官通達の関係部署（実

施機関）への通知に関するこ

と（取得事業の一環として扱

われる事業に限る。）。

３ 防衛省が開発等を行った装

備品等の部外転用に係る技術

資料等の利用に関する使用申



請の承認に関すること（プロ

ジェクト管理部の所掌に属す

るものに限る。）。

４ 防衛省が開発等を行った装

備品等の部外転用に係る技術

資料等の利用に関係する幕僚

長との協議に関すること（プ

ロジェクト管理部の所掌に属

するものに限る。）。

事業監理官及び １ 標準化訓令第１６条第２項

装備技術官 の規定に基づく仕様の協議に

関すること。

２ 標準化訓令第１６条第３項

の規定に基づく開発された装

備品等に係る仕様書の作成に

必要な資料の送付に関するこ

と。

３ 標準化訓令第１８条の規定



に基づく仕様書の内容の通知

に関すること。

４ 電子計算機システムの整備

に係る仕様の協議に関するこ

と。

７ 技術戦略部長専決事項

所掌する課長等 専決事項

技術戦略課長 １ 防衛装備庁研究発表会（部

内 ） の 実 施 通 達 に 関 す る こ

と。

２ 防衛技術シンポジウムの実

施通達に関すること。

技術計画官 １ 防衛装備庁における依頼試

験等の実施に関する訓令第５

条第１項及び第３項並びに第

７条第１項及び第３項の規定

に基づく通知、送付及び回答

等に関すること。



２ 外部評価委員会に関する訓

令（平成２７年防衛装備庁訓

令第２１号）第３条第１項に

基づく委員の委嘱に係る依頼

に関すること。

３ 防衛装備庁受託試験研究規

則（昭和３３年総理府令第２

８号）第３条の規定に基づく

受託契約に関すること。

４ 受託試験研究の実施に関す

る訓令（平成２７年防衛装備

庁訓令第３号（第４条の規定

に基づく報告に関すること。

５ 損失補償訓令第５条第３項

の規定に基づく地方協力局長

への協議並びに変更基本計画

書の作成及び通知に関するこ

と（同条第４項に該当するも



の及び取得事業の一環として

扱われる事業を除く。）。

６ 損失補償訓令第５条第５項

の規定に基づく地方協力局長

及び関係する地方防衛局長へ

の通知に関すること（取得事

業の一環として扱われる事業

を除く。）

７ 独立行政法人宇宙航空研究

開発機構に対する試験依頼に

関する事務に関すること（取

得事業の一環として扱われる

事業を除く。）。

８ 航空機の運航に関する訓令

（昭和３１年防衛庁訓令第３

４号。以下「航空機運航訓令

」という。）第１３条の２第

３項の規定に基づく物件の投



下についての承認に関するこ

と（年度業務計画の執行に伴

うものに限る。取得事業の一

環 と し て 扱 わ れ る 事 業 を 除

く。）。

９ 航空機運航訓令第１４条の

規定に基づく場外離着陸につ

いての承認に関すること（年

度業務計画の執行に伴うもの

に限る。取得事業の一環とし

て扱われる事業を除く。）。

１０ 火薬類の取扱いに関する

訓令（昭和５４年防衛庁訓令

第３６号。以下「火薬類取扱

い訓令」という。）第４条第

１項又は第２項の規定に基づ

く製造施設の構造等の変更に

係る大臣への上申又は報告並



びに防衛装備庁における火薬

類の取扱いに係る長官承認に

関すること。

１１ 火薬類取扱い訓令第５条

第１項の規定に基づく製造施

設の完成検査に係る大臣への

報告及び同検査結果の通知に

関すること。

１２ 火薬類取扱い訓令第８条

第２項の規定に基づく火薬類

製造保安責任者等の選解任及

び 大 臣 へ の 報 告 に 関 す る こ

と。

１３ 火薬類取扱い訓令第９条

第１項の規定に基づく危害予

防規程の変更に係る大臣への

上申及び同危害予防規程の承

認の通知に関すること。



１４ 火薬類取扱い訓令第１２

条第１項の規定に基づく火薬

庫の構造等の変更並びに第１

４条第１項の規定に基づく貯

蔵火薬類等の変更に係る大臣

への上申及び承認の通知に関

すること。

１５ 火薬類取扱い訓令第１６

条第１項の規定に基づく火薬

庫の保安検査結果についての

大臣への報告に関すること。

１６ 火薬庫検査官の補助者の

選解任に関すること。

１７ 核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法

律（昭和３２年法律第１６６

号。以下「原子炉規制法」と

いう。）第５５条第２項の規



定に基づく承認事項の変更に

ついての原子力規制委員会へ

の届出に関すること。

１８ 原子炉規制法第５７条の

３第１項の規定に基づく核物

質防護管理者の選任及び同条

第２項の規定に基づく選任の

原子力規制委員会への届出に

関すること。

１９ 原子炉規制法第６７条第

１項及び国際規制物資の使用

等に関する規則（昭和３６年

総理府令第５０号）第７条の

規定に基づく原子力規制委員

会への報告に関すること（技

術戦略部の所掌に限る。）。

２０ 放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法



律（昭和３２年法律第１６７

号。以下「放射線障害防止法

」という。）第３条の２第２

項及び第３項の規定に基づく

使用の届出事項の変更、第３

条の３第２項の規定に基づく

表示付認証機器の使用をする

者の届出事項の変更、第１０

条の規定に基づく使用施設等

の承認事項の変更並びに第２

１条第３項の規定に基づく放

射線障害予防規定の変更につ

いての原子力規制委員会への

届出に関すること。

２１ 放射線障害防止法第４２

条第１項及び放射性同位元素

等による放射線障害の防止に

関する法律施行規則（昭和３



５年総理府令第５６号。以下

「放射線障害防止省令」とい

う。）第３９条第３項の規定

に基づく放射線管理状況報告

書（許可届出使用者）の原子

力規制委員会への提出に関す

ること。

２２ 放射線障害防止法第１２

条の９第１項の規定に基づく

使用施設の定期検査について

原子力規制委員会への申請及

び放射線障害防止省令第１４

条の１９の規定に基づき交付

を受けた定期検査合格証の当

該研究所長への送付に関する

こと。

２３ 放射線障害防止法第３４

条第１項の規定に基づく放射



線取扱主任者の選任及び同条

第２項の規定に基づく原子力

規制委員会への届出に関する

こと。

２４ 高空における放射能調査

（測定及び分析の結果が異常

の無い場合に限る。）につい

ての報告及び通知に関するこ

と。

２５ 自動車訓令第２３条第１

項の規定に基づく提出に関す

ること（取得事業の一環とし

て扱われる事業を除く。）。

２６ 自衛隊の自動車の保安基

準の緩和に係る認定の申請及

び通知に関すること（取得事

業の一環として扱われる事業

を除く。）。



２７ 特定物質の製造等に関す

る訓令第９条第２項の規定に

基づく特定物質の使用に係る

大臣への報告に関すること（

取得事業の一環として扱われ

る事業を除く。）。

２８ 防衛装備庁における特定

物質の製造等に係る通知に関

すること（取得事業の一環と

して扱われる事業を除く。）

２９ 航空法施行規則（昭和２

７年運輸省令第５６号）第１

７５条の規定に基づく申請に

対する許可の岐阜試験場長へ

の通知に関すること（取得事

業の一環として扱われる事業

を除く。）。

３０ 航空法施行規則第１９８



条の規定に基づく申請に対す

る許可の岐阜試験場長への通

知に関すること（取得事業の

一環として扱われる事業を除

く。）。

３１ 航空法施行規則第１９８

条の３の規定に基づく申請に

対する許可の岐阜試験場長へ

の通知に関すること（取得事

業の一環として扱われる事業

を除く。）。

３２ 火薬類取扱い訓令第１１

条の規定に基づく火薬庫の設

置申請に対する承認の関係部

署への通知に関すること。

３３ 火薬類取扱い訓令第１５

条の規定に基づく火薬庫の用

途を廃止したときの防衛大臣



への報告に関すること。

３４ 放射線障害防止法第１２

条の１０の規定に基づく定期

確認の申請及び防衛装備庁に

おける定期確認証の関係部署

への通知に関すること。

技術振興官 １ 職員等が研究論文等を部外

へ発表する場合の承認に関す

ること。

２ 装備品等の標準化の実施に

関する申請、協議等に関する

こと（技術戦略部の所掌に属

するものに限る。）。

３ 防衛装備庁技報「一般」の

配 付 区 分 の 決 定 に 関 す る こ

と。

４ 特許等（実用新案及び意匠

を含む。（及び職務発明（考



案及び意匠の創作を含む。）

に関する事務に関すること。

５ 防衛省が開発等を行った装

備品等の部外転用に係る技術

資料等の利用に関する使用申

請の承認に関すること（技術

戦略部の所掌に属するものに

限る。）。

６ 防衛省が開発等を行った装

備品等の部外転用に係る技術

資料等の利用に関係する幕僚

長との協議に関すること（技

術戦略部の所掌に属するもの

に限る。）。

７ 防衛装備庁技報の刊行に関

すること。

８ 安全保障技術研究推進委員

会の委員委嘱に係る依頼に関



すること。

９ プログラム著作権の取扱い

に関すること。

１０ 日本国とアメリカ合衆国

との間の相互防衛援助協定に

基づく日本国に対する一定の

防衛分野における技術上の知

識の供与に関する交換公文の

実施に関する了解覚書等の実

施に関すること。

８ 調達管理部長専決事項

所掌する課長等 専決事項

調達企画課長 １ 省指名停止権者たる長官か

らの指名停止を行った者の報

告に関すること。

２ 指名停止措置要領の疑義が

生じた場合の協議に関するこ

と。



３ 調達実施訓令第１２条第２

項の規定に基づく予算の増額

を示達残額（同一の目の細分

の契約余剰金）のうち、１０

０万円の範囲で充当する場合

の承認に関すること。

４ 防衛装備庁における契約事

務に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第３４号。以

下「契約事務訓令」という。

）第１３条に基づく競争契約

に参加する者に必要な資格、

申請の時期及び方法等につい

ての公示並びにその他の公示

に関すること。

５ 契約事務訓令第４条に基づ

く 調 達 実 施 計 画 に 関 す る こ

と。



６ 契約事務訓令第１１条の規

定に基づく調達の受託の承認

に関すること。

７ 装備品等の標準化の実施に

関する申請、協議及び通知等

に関すること（調達管理部の

所 掌 に 属 す る も の に 限 る 。

）。

８ 装備品等の類別の実施に関

する申請及び通知等に関する

こと。

原価管理官 １ 付加リスク料等の実績の報

告 に 関 す る 事 項 に 関 す る こ

と。

２ 原価改善提案審査会に大臣

官房等の関係課室長等を招集

するための長官名による依頼

に関すること。



企業調査官 １ 装備品等の製造設備等の認

定に関する訓令（昭和５０年

防衛庁訓令第４４号。以下「

認定省訓」という。）第３条

第１項の規定に基づく認定に

関すること。

２ 認定省訓第３条第２項の規

定に基づく陸上幕僚長、海上

幕僚長、航空幕僚長及び地方

防衛局長への依頼に関するこ

と。

３ 認定省訓第５条第１項及び

第３項の規定に基づく認定計

画の作成及び変更に関するこ

と（陸上幕僚長、海上幕僚長

、航空幕僚長及び地方防衛局

長との協議に関することを含

む。）。



４ 認定省訓第７条の規定に基

づく公示に関すること。

５ 認定省訓第１３条、第１７

条第１項及び第３項並びに第

１８条第２項及び第３項の規

定 に 基 づ く 通 知 に 関 す る こ

と。

６ 認定省訓第１４条の規定に

基づく認定品目表の作成及び

送付に関すること。

７ 認定省訓第１８条第１項の

規定に基づく認定の取消しに

関すること。

８ 認定省訓第１９条第１項の

規定に基づく認定審査会への

諮問に関すること。

９ 認定省訓第１９条第４項の

規定に基づく陸上幕僚長、海



上幕僚長、航空幕僚長及び地

方防衛局長との協議に関する

こと。

１０ 認定省訓第２０条の規定

に基づく陸上幕僚長、海上幕

僚長、航空幕僚長及び地方防

衛局長との協議及び防衛大臣

への報告に関すること。

１１ 防衛装備庁における装備

品等の製造設備等の認定に関

する訓令（平成２７年防衛装

備庁訓令第３７号。以下「認

定庁訓」という。）第３条第

２項の規定に基づく通知に関

すること。

１２ 認定庁訓第１３条第１項

及び第２項の規定に基づく承

認並びに同条第５項の規定に



基づく通知に関すること。

１３ 調達品等に係る監督及び

検査に関する訓令（昭和４４

年防衛庁訓令第２７号。以下

「監督検査省訓」という。）

第１６条第２項の規定に基づ

く防衛大臣への報告に関する

こと。

１４ 調達実施訓令第７条の規

定に基づく地方調達の監督・

検 査 に 係 る 協 力 に 関 す る こ

と。

１５ 中央調達（調達実施訓令

第３条に規定する中央調達を

いう。以下同じ。）により調

達する調達品等に係る監督及

び検査に関する訓令（平成２

７年防衛装備庁訓令第３９号



。以下「監督検査庁訓」とい

う。）第４条第１項及び第２

項の規定に基づく依頼に関す

ること。

１６ 監督検査庁訓第２８条第

１項の規定に基づく計画の作

成に関すること。

１７ 監督検査庁訓第４３条第

１項の規定に基づく関係する

大臣官房長、防衛省本省の施

設等機関の長、各幕僚長、情

報本部長及び防衛監察監との

協議に関すること。

１８ 監督検査庁訓第４９条の

規定に基づく計画の承認に関

すること。

１９ 監督検査庁訓第５０条第

２項の規定に基づく計画の承



認に関すること。

２０ 監督検査庁訓第５５条第

１項の規定に基づく指示及び

同条第３項の規定に基づく報

告の受理に関すること。

２１ 契約の相手方が提出等す

る資料の信頼性確保のための

施策に係る臨時調査の代行に

際しての調査の依頼元に対す

る職員の差出しの要求に関す

ること。

２２ 契約の相手方が提出等す

る資料の信頼性確保のための

施 策 に 係 る 通 知 に 関 す る こ

と。

２３ 中央調達に係る制度調査

及び輸入調達調査等における

計画の作成及び変更に関する



こと。

２４ 中央調達に係る制度調査

及び輸入調達調査等における

報告の受理に関すること。

２５ 作業効率化促進制度に係

る周知に関すること。

２６ 作業効率化促進制度基本

計画書の作成に関すること。

２７ 作業効率化促進制度に係

る調査、打診及び申し入れに

関すること。

２８ 作業効率化促進制度基本

計画書の変更に関すること。

２９ 作業効率化計画書の作成

の依頼に関すること。

３０ 作業効率化計画書の修正

に関すること。

３１ 中央調達に係る作業効率



化促進制度における報告の受

理、通知及び承認に関するこ

と。

３２ 中央調達に係る作業効率

化促進制度における修正の依

頼に関すること。

９ 調達事業部長専決事項

所掌する課長等 専決事項

調達事業部に置 １ 秘密に属する文書等を契約

かれる課長に準 相手方に貸与するための大臣

ずる職及びこれ 官房長、防衛省本省の施設等

に置かれる室の 機関の長、各幕僚長、情報本

長 部長、防衛監察官及び地方防

衛局長（以下「大臣官房長等

」という。）への依頼に関す

ること。

２ 調達品等の監督・検査に係

る 指 導 又 は 指 示 に 関 す る こ



と。

３ 認定省訓第９条第１項の規

定に基づく陸上幕僚長、海上

幕僚長、航空幕僚長及び地方

防衛局長への依頼に関するこ

と。

４ 認定省訓第１０条第２号ウ

及びエ（第１６条第４項にお

いて準用する場合を含む。）

の規定に基づく陸上幕僚長、

海上幕僚長、航空幕僚長及び

地方防衛局長との協議及び基

準の設定に関すること。

５ 認定省訓第１１条（第１６

条第４項において準用する場

合を含む。）の規定に基づく

陸上幕僚長、海上幕僚長、航

空幕僚長及び地方防衛局長と



の協議及び認定検査実施要領

の作成に関すること。

６ 認定省訓第１６条第２項の

規定に基づく陸上幕僚長、海

上幕僚長、航空幕僚長及び地

方防衛局長との協議及び依頼

に関すること。

７ 認定庁訓第６条第２項（第

１０条第４項において準用す

る場合を含む。）の規定に基

づく指示に関すること。

８ 調達実施訓令第１３条に基

づく仕様書に定める技術的要

求事項（初回試験、技術確認

試験及び第１種技術変更提案

等）に関する協議その他監督

・検査業務処理上必要な事項

に係る大臣官房長等との協議



に関すること。

９ 自衛隊電波監理訓令第４条

の規定に基づく電波使用状況

調査に関する事務及び大臣へ

の報告に関すること（中央調

達に限る。）。

１０ 自衛隊電波監理訓令第１

１条の規定に基づく移動局等

の開設に係る申請書の大臣へ

の提出及び第１５条の規定に

基づく承認書の当該申請部署

への送付に関すること（承認

後の変更及び再交付の場合を

含む。中央調達に限る。 )。

１１ 自衛隊電波監理訓令第１

９条の規定に基づく承認書の

返納に関すること（中央調達

に限る。）。



１２ 自衛隊電波監理訓令第２

０条の規定に基づく検査官の

任免及び当該検査官の所属部

署への通知並びに検査官に対

する移動局等の検査命令に関

すること（中央調達に限る。

）。

１３ 自衛隊電波監理訓令第２

３条第３項の規定に基づく移

動局等の検査結果の大臣への

報告に関すること（中央調達

に限る。）。

１４ 防衛装備庁における予定

価格算定事務に関する訓令（

平成２７年防衛装備庁訓令第

３５号。以下「予定価格事務

訓令」という。）第１０条、

第１１条、第１２条及び第２



３条に基づき原価計算方式で

の契約金額上位４社から２０

社までの経費率及び計算価格

と事業基準との関係がわかる

資料の承認に関すること。

１５ 原価改善提案書の大臣官

房長等への意見照会に関する

こと（調達総括官等専決事項

を除く。）。

１６ 原価改善提案等の採用又

は認定の可否についての大臣

官房長等への通知に関するこ

と（調達総括官等専決事項を

除く。）。

１７ インセンティブ契約に係

る確認試験実施要領について

大臣官房長等への意見照会に

関すること（調達総括官等専



決事項を除く。）。

１８ 契約事務訓令第２０条の

規定に基づく特約条項、特殊

条項及び特別契約条項等の承

認並びに特例の承認に関する

こと。

１９ 契約事務訓令第２９条の

規定に基づく特別の事情によ

り単価契約又は後納契約を締

結しようとする場合の承認に

関すること。

２０ 標準化訓令第１４条第２

項第１号及び第２号並びに同

条第４項の規定に基づく仕様

書の作成に関すること。

２１ 標準化訓令第１８条の規

定に基づく仕様書の内容の通

知に関すること（装備品等の



研究を除く。）。

２２ 調達実施訓令第１５条第

１項の規定に基づく指名随契

審査会の議決事項の決定に関

すること（分任支出負担行為

担 当 官 所 掌 の も の に 限 る 。

）。

１０ 調達総括官等専決事項

所掌する課長等 専決事項

調達事業部に置 １ 予定価格事務訓令第１０条

かれる課長に準 、第１１条、第１２条及び第

ずる職及びこれ ２３条に基づき原価計算方式

に置かれる室の での契約金額上位２１社以下

長 の経費率及び計算価格と事業

基準との関係がわかる資料の

承認に関すること。

２ 契約事務訓令第１３条に基

づく競争参加資格者の資格の



決定に関すること。

３ 原価改善提案書の大臣官房

長等への意見照会に関するこ

と。

４ 原価改善提案等の採用又は

認定の可否について大臣官房

長等への通知に関すること。

５ インセンティブ契約に係る

確認試験実施要領について大

臣官房長等への意見照会に関

すること。

６ 契約事務訓令第１８条の規

定に基づく随意契約に係る防

衛大臣承認の上申に関するこ

と。

７ 契約事務訓令に基づく調達

実施に係る大臣官房長等との

協議に関すること。



８ 認定省訓第１１条（第１６

条第４項において準用する場

合を含む。）の規定に基づく

陸上幕僚長、海上幕僚長、航

空幕僚長及び地方防衛局長と

の協議及び認定検査実施要領

の作成に関すること。

電子音響調達官 １ 調達実施訓令第１３条に基

づく誘導武器等の発射試験及

びフライトテストに関する大

臣官房長等との協議及び通知

に関すること。

２ 日米了解事項覚書に基づく

誘導武器等の官有技術資料の

統制管理に関する事項に係る

大臣官房長等との協議及び通

知に関すること。

輸入調達官 １ 海外企業調査及び現地商社



等調査実施計画の承認及び実

施状況の報告に関すること。

２ 有償援助による調達の実施

に関する訓令（昭和５２年防

衛庁訓令第１８号。以下「有

償援助訓令」という。）第１

０条第１項の規定に基づく輸

入協議に係る防衛大臣への申

請に関すること。

３ 有償援助訓令第１８条の規

定に基づく受領検査の実施に

関すること。

４ 有償援助訓令別表注に係る

防衛大臣への承認申請及び承

認の通知に関すること。

１１ 課長等共通専決事項

所掌する課長等 専決事項

長官官房及び各 １ 課長等の下に置かれた職員



部に置かれる課 の 休 暇 及 び 超 勤 に 関 す る こ

長及びこれに準 と。

ずる職並びに調 ２ 軽易な照会、回答及び依頼

達事業部に置か 等に関すること。

れる室の長 ３ 監督検査省訓に基づく監督

及び検査に関する事務及びそ

れに付随する事務に関するこ

と。

４ 調達実施訓令に基づく調達

要求に関する事務及びそれに

付随する事務に関すること。

５ 防衛装備庁の内部部局に勤

務する職員の自衛隊の部隊等

に対する宿泊給養の依頼に関

すること。

１２ 長官官房総務官専決事項

専決事項

１ 入門証等の発行に関すること。



２ 文書の管理及び整理保存の要領の細部に関す

ること。

３ 防衛省の広報活動に関する訓令（昭和３５年

防衛庁訓令第３６号）第６条及び第１６条の規

定に基づく広報活動の実施計画の作成及び結果

の報告に関すること。

４ 防衛省における認証局システムによる電子署

名に関する訓令（平成１５年防衛庁訓令第６４

号）第４条及び第５条の規定に基づく官職証明

書の発行等に関すること。

５ 旅券法（昭和２６年法律第２６７号）第４条

に規定する公用旅券の発給請求申請に係る手続

き及び立入許可手続依頼等の外国出張に関する

手続に関すること。

１３ 長官官房人事官専決事項

専決事項

１ 身分証明書の発行に関すること。

２ 職員の標準昇給に関すること。



３ 防衛装備庁の内部部局に勤務する職員の在職

証明書等の発行に関すること。

４ 任用予定期間が１年以内の非常勤職員の任免

に関すること。

５ 定例的な人事関係報告書等の防衛大臣に対し

て行う報告等並びに人事関係資料等の大臣官房

長、人事教育局長及び各幕僚長に対して行う通

知、協議、依頼及び回答等に関すること。

６ 俸給支給機関の長としての事務のうち、諸手

当の認定、公務災害補償費等及び若年定年退職

者給付金の手続に関すること。

７ 退職手当に関すること。

８ 国家公務員宿舎法（昭和２４年法律第１１７

号）第１８条の規定に基づく公務員宿舎の貸与

及び明渡し、国家公務員宿舎法施行令第１６条

の規定に基づく取扱い並びに維持管理に関する

こと。

９ 国家公務員法第７３条第１項による国家公務



員福利厚生基本計画並びに国家公務員共済組合

法第１項及び第１項の２第７号に基づく厚生経

費の配分及び福利厚生活動に関すること。

１０ 防衛装備庁の内部部局に勤務する職員の講

師の派遣に関すること。

１１ 表彰等に関する訓令（昭和３０年防衛庁訓

令第４９号）第１８条及び第１９条の規定に基

づく精勤章の授与の決定に関すること。

１２ 自衛官が転官した場合の人事記録の移管に

ついて任命権者への依頼に関すること。

１３ 欠員状況報告に関すること。

１４ 技能・労務職員の採用状況の大臣官房長へ

の提出に関すること。

１５ 事務官等の採用手続に係る通知等に関する

こと。

１６ 調達関係職員在職状況調査に関すること。

１７ 人事異動通知書写の送付に関すること。

１８ 履歴証明に関すること。



１９ 防衛装備庁の内部部局に勤務する職員に対

する扶養手当及び児童手当の決定に関するこ

と。

２０ 児童手当及び特例給付の支給状況報告に関

すること。

２１ 航空従事者年間飛行規則（昭和３０年防衛

庁訓令第４１号）第３条の規定に基づく航空従

事者の年間飛行委託に関すること。

２２ 年 間 飛 行 計 画 の 作 成 及 び 通 知 に 関 す る こ

と。

２３ 航空従事者の年間飛行記録の通知に関する

こと。

２４ 表彰等に関する訓令第３４条の規定に基づ

く表彰事実の報告及び通報に関すること。

２５ 科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術

賞及び若手科学者賞受賞候補者の推薦（該当者

がある場合を除く。）に関すること。

２６ 科学技術分野の文部科学大臣表彰創意工夫



功労者賞受賞候補者の推薦（該当者がある場合

を除く。）に関すること。

２７ 安全功労者内閣総理大臣表彰候補者の推薦

に関すること（該当者がある場合を除く。）。

２８ 防災功労者内閣総理大臣表彰候補者の推薦

に関すること（該当者がある場合を除く。）。

２９ 防衛省職員給与留守宅渡実施規則（昭和３

５年総理府令第４８号）等に基づく職員に対す

る給与の留守宅渡の決定に関すること。

３０ 国家公務員等の給与実態調査の提出に関す

ること。

３１ 災害補償に係る報告に関すること。

３２ 外国旅行命令発令の大臣への報告に関する

こと。

３３ 勤勉手当の支給状況についての人事教育局

長への報告に関すること。

３４ 国の債権の管理等に関する法律（昭和３１

年法律第１１４号）第１２条第１項の規定に基



づく防衛装備庁の維持及び管理する宿舎の使用

料債権の発生及び消滅の通知に関すること。

３５ 防衛装備庁が管理する宿舎の居住証明に関

すること。

３６ 防衛装備庁の内部部局に勤務する職員に対

する健康診断の実施に関すること。

３７ 健康管理訓令第１８条の規定に基づく健康

診断書の大臣への提出に関すること。

３８ 再任用職員及び非常勤職員の社会保険に関

する事務手続に関すること。

３９ 健康管理訓令第２１条に基づく予防接種等

実施報告等の大臣への提出に関すること。

４０ 自衛隊における感染症対策に関する訓令（

平成１１年防衛庁訓令第２７号）第６条及び第

１１条に基づく訓令感染症の大臣への報告及び

訓令感染症に関する年度報告に関すること。

４１ 航空幕僚長に対する航空生理訓練実施の依

頼に関すること。



４２ 永年勤続者表彰受賞者人員の大臣への報告

及び翌年度被表彰予定者数の人事教育局長への

通知に関すること。

４３ 懲戒手続に関する訓令（昭和２９年防衛庁

訓令第１１号）第３１条第４項の規定に基づく

防衛大臣への報告に関すること。

４４ 年末年始及び選挙期間中の服務規律の保持

に関すること。

４５ 再任用の決定等に係る通知に関すること。

４６ 再任用の状況の報告に関すること。

４７ 退職者に係る再就職状況の調査に関するこ

と。

４８ 人事教育局長からの自殺防止についての通

知文書に関すること。

４９ 人事教育局長からの叙勲等の資格者等の戸

籍抄本（含附票）及び刑罰等調書の交付依頼に

関すること。

５０ 隊員の分限、服務等に関する訓令（昭和３



０年防衛庁訓令第５９号）第１５条の２の規定

に基づく公務外海外渡航に関すること。

５１ 秋の藍綬褒章候補者の推薦に関すること（

該当者がある場合を除く。）。

５２ 科学技術に関する黄綬、紫綬及び藍綬褒章

候補者の推薦に関すること（該当者がある場合

を除く。）。

１４ 長官官房会計官専決事項

専決事項

１ 装備品等の調達に係る予算執行の実績の報告

に係る支出負担行為実績報告書の大臣官房長へ

の提出に関すること。

２ 防衛省予算の執行実績の把握に係る各月の支

出負担行為及び支出決定の状況並びに各四半期

の前渡資金の執行実績に係る大臣官房長への報

告に関すること。

３ 防衛装備庁の内部部局に勤務する職員に対す

る給与証明に関すること。



４ 監督検査省訓に基づく支出負担行為担当官補

助者の指名に関する事務に関すること。

５ 監督検査省訓に基づく監督及び検査に関する

事務並びにそれに付随する事務に関すること。

６ 防衛省所管国有財産取扱規則（平成１８年防

衛庁訓令第１１８号。以下「国有財産取扱規則

」という。）第２９条の規定に基づく大臣への

報告に関すること。

７ 防衛省所管国有特許権等の管理に関する訓令

（昭和４０年防衛庁訓令第２号）第４条の規定

に基づく大臣への報告に関すること。

８ 防衛省所管国有財産（航空機）の取扱いに関

する訓令（昭和４０年防衛庁訓令第２４号）第

９条に基づく大臣への報告に関すること。

９ 防衛省所管国有財産（航空機）の取扱いに関

する訓令第１０条の規定に基づく大臣への報告

に関すること。

１０ 防衛省所管国有財産（船舶等）の取扱いに



関する訓令（昭和５２年防衛庁訓令第２８号）

第１１条の規定に基づく大臣への報告に関する

こと。

１１ 調達実施訓令に基づく調達要求に伴う官給

品及び貸与器材の交付に関する事務に関するこ

と。

１２ 特定化学物質使用装備品等の調達状況及び

管理状況の報告に関すること。

１３ 自動車損害賠償保障事業賦課金相当額の調

査の回答に関すること。

１４ 施設別環境保全状況の調査結果の大臣官房

長への報告に関すること。

１５ 会計機関等への事務の委任等に係る防衛大

臣に申請し承認を受けた結果の関係部署への通

知に関すること（会計官の所掌に限る。）。

１６ 船舶安全法（昭和８年法律第１１号）第５

条の規定に基づく国有財産（船舶）の定期検査

等受検に必要な申請書への押印に関すること。



１７ 防衛省における自衛隊の施設の取得等に関

する訓令（平成１９年防衛省訓令第６６号）に

規定する基本計画書（の変更）の事務に関する

こと。

１８ 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１

６５号）第１１６条の規定に基づく検査員の任

命に関すること。

１９ 防衛省予算の執行手続に関する訓令（昭和

３２年防衛庁訓令第２９号）第３条及び第４条

の規定に基づく支出負担行為計画予定総表、支

払計画予定総表及び示達要求総括表の大臣への

提出に関すること。

２０ 会計法（昭和２２年法律第３５号）第３９

条第２項の規定に基づく資金前渡官吏の任命に

関すること（同項に規定する委任を受けた場合

に限る。）。

２１ 関税定率法（明治４３年法律第５４号）第

１５条第１項の規定に基づく学術研究用品の免



税申請書の提出に関すること。

２２ 関税定率法施行令（昭和２９年政令第１５

５号）第２６条の規定に基づく特定用途免税貨

物の用途外使用及び使用場所の変更の届出等並

びに第３７条の規定に基づく再輸出免税貨物の

用途外使用の届出等に関すること。

２３ 調達実施訓令に基づく調達に関する事務並

びにそれに付随する事務に関すること。

２４ 装備品等の統計調査に関する訓令（昭和３

４年防衛庁訓令第６９号）第４条の規定に基づ

く調査報告に関すること。

２５ 国の所有に属する自動車等の交換に関する

法律（昭和２９年法律第１０９号）に基づく自

動車等の交換についての承認に関すること。

２６ 物品管理訓令第１８条第１項の規定に基づ

く物品の不用決定の承認に関すること。

２７ 物品管理訓令第１９条第１項の規定に基づ

く有償貸付けの承認に関すること。



２８ 物品管理訓令第２８条第１項及び第２項の

規定に基づく検査員の任命に関すること。

２９ 物品管理訓令第１２条第１項の規定に基づ

く管理換の命令に関すること。

３０ 物品管理訓令第１６条第１項の規定に基づ

く物品の管理換の承認に関すること。

３１ 物品管理訓令第１７条第２項の規定に基づ

く物品の寄附を受けようとする場合の長官の指

示及び大臣の指示を受けるための上申に関する

こと。

３２ 防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲

与等に関する省令（昭和３３年総理府令第１号

）第２条第１号及び同条第３号の規定に基づく

物品の貸付けについて長官の承認及び大臣の承

認を受けるための上申に関すること。

３３ 防衛省所管旅費取扱規則（平成１８年防衛

庁訓令第１０９号）第２条第１項第４号の規定

に基づく赴任旅費支給上の在勤官署の指定（変



更を含む。）通知に伴う関係機関への通知に関

すること。

３４ 防衛省所管旅費取扱規則の運用に係る関係

機関への通知に関すること。

３５ 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律

第２２８号）に基づく輸出入の許可通知に関す

ること。

３６ 物品管理訓令第６条第１項の規定に基づく

分類換の命令に関すること。

３７ 外国為替及び外国貿易法第４８条の規定に

基づく経済産業大臣の許可を得るための防衛大

臣への上申に関すること。

３８ 防衛省所管物品管理取扱規則（平成１８年

防衛庁訓令第１１５号。以下「物品管理取扱規

則」という。）第３４条第５項の規定に基づく

物品亡失（損傷等）報告書による防衛大臣及び

長官への報告に関すること。

３９ 物品管理取扱規則第３４条の規定に基づく



物品亡失（損傷等）について、物品管理法施行

令（昭和３１年政令第３３９号）第３９条の規

定により検定を請求した、会計検査院の検定結

果の該当する物品管理官等への通知（同上）に

関すること。

４０ 物品管理訓令第２２条及び第２３条の規定

に基づく物品亡失（損傷等）について、長官か

らの弁償の裁定の該当する物品管理官等への通

知に関すること。

４１ 外国出張における分任支出負担行為担当官

の設置に関する事務に関すること。

４２ 物品管理訓令第７条第１項、第９条第２項

及び第３項並びに第１０条第２項の規定に基づ

く分任物品管理官、物品供用官及び物品出納官

の指定のための承認並びに物品管理取扱規則第

７条第４項の規定に基づく報告に関すること。

４３ 予算決算及び会計令第７２条の規定に基づ

く一般競争参加の資格審査及び有資格者名簿の



作成に関すること。

４４ 国有財産取扱規則第１３条第１項の規定に

基づく登記の嘱託に関すること。

４５ 国有財産取扱規則第１６条及び第２０条の

規定に基づく所属替及び部局間使用の実施に関

する施設等機関等への通達並びに所属替受渡証

書の提出に関すること。

４６ 国有財産取扱規則第２０条の規定に基づく

部局間の使用に係る事務に関すること。

４７ 国有財産取扱規則第４１条から第４４条ま

での規定に基づく国有財産増減及び現在額計算

書等国有財産に係る報告に関すること。

４８ 防衛省所管国有財産（航空機）の取扱いに

関する訓令第７条及び防衛省所管国有財産（船

舶等）の取扱いに関する訓令第８条の規定に基

づく受領官の指名に関すること。

４９ 防衛装備庁における施設の取扱いに係る承

認に関すること。



５０ 防衛省における自衛隊の施設の取得等に関

する訓令（平成１９年防衛省訓令第６６号）に

規定する実施計画書（の変更）の事務に関する

こと。

５１ 防衛省における自衛隊の施設の取得等に関

する訓令第２２条の規定に基づく臨時的施設等

の使用に係る手続に関すること。

５２ 都道府県条例に基づく特定大規模事業者の

地球温暖化対策事業活動温暖化対策計画書、排

出状況報告書及び結果報告書の提出に関するこ

と。

５３ 環 境 保 全 関 係 事 項 に 係 る 報 告 に 関 す る こ

と。

５４ 防衛装備庁所管国有財産（船舶等）を供用

する場合の供用事務担当官への通知に関するこ

と。

５５ 防衛装備庁所管国有財産（船舶等）の廃止

をする場合の供用事務担当官への通知に関する



こと。

５６ 防衛装備庁所管国有財産（船舶等）の売払

いをする場合の防衛大臣に対する申請に関する

こと。

５７ 防衛装備庁所管国有財産（船舶等）の取扱

いに際し、防衛大臣及び会計検査院に対する被

害報告に関すること。

５８ 防衛装備庁所管国有財産（船舶等）の取扱

いに際し、物品への編入による分任物品管理官

への通知に関すること。

５９ 防衛装備庁所管国有財産（航空機）を取得

し た 場 合 の防 衛 大臣 に 対す る報 告 に関 する こ

と。

６０ 防衛装備庁所管国有財産（航空機）の所管

換及び所属替による受渡し並びに供用事務担当

官への通知に関すること。

６１ 防衛装備庁所管国有財産（航空機）の部局

間使用を行う場合の供用事務担当官への通知に



関すること。

６２ 防衛装備庁所管国有財産（航空機）の用途

廃 止 す る 場合 の 防衛 大 臣へ の申 請 に関 する こ

と。

６３ 防衛装備庁所管国有財産（航空機）の物品

への編入による分任物品管理官への通知に関す

ること。

６４ 防衛装備庁所管国有財産（航空機）の被害

報告及び復旧有無の供用事務担当官への通知に

関すること。

１５ 長官官房監察監査・評価官専決事項

専決事項

１ 防衛省の会計監査に関する訓令（昭和３３年

防衛庁訓令第４０号）第１５条第２項の規定に

基づく会計実地監査結果の大臣への報告に関す

ること。

２ 会計検査院実地検査受検調書の会計検査院へ

の提出に関すること。



３ 会計監査実施状況の大臣官房長への報告に関

すること。

４ 会計検査院の会計実地検査に係る通知等に関

すること。

５ 防衛装備庁の会計監査に関する訓令（平成２

７年防衛装備庁訓令第３３号）第５条及び第６

条の規定に基づく書面監査及び実地監査（定期

監査に限る。）の実施に関すること。

６ 予算決算及び会計令第１１６条の規定に基づ

く検査員の任命に関すること。

１６ プロジェクト管理部事業監理官専決事項

専決事項

技術試験、所内試験及び所内研究等を実施するた

めに必要な各自衛隊等（統合幕僚監部、陸上自衛

隊、海上自衛隊、航空自衛隊、防衛大学校、防衛

医科大学校、防衛研究所、情報本部、地方防衛局

をいう。以下同じ。）に対する業務支援の依頼及

び各自衛隊等から依頼される業務支援に関する手



続に関すること（取得事業の一環として扱われる

事業に限る。）。

１７ 技術戦略部技術計画官専決事項

専決事項

１ 国の債権の管理等に関する法律第１２条の規

定に基づく歳入徴収官への通知に関すること (

防衛装備庁受託試験研究規則の実施に伴い発生

した債権に限る。 )。

２ 技術試験、所内試験及び所内研究等を実施す

るために必要な各自衛隊等（統合幕僚監部、陸

上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊、防衛大学

校、防衛医科大学校、防衛研究所、情報本部、

地方防衛局をいう。以下同じ。）に対する業務

支援の依頼及び各自衛隊等から依頼される業務

支援に関する手続に関すること（取得事業の一

環として扱われる事業を除く。）。

１８ 技術戦略部技術振興官専決事項

専決事項



１ ＮＴＩＳ資料の印刷配布に関すること。

２ 技術振興官が調査、収集した国内外技術資料

の複製配布に関すること（重要なもの若しくは

異 例 な も の又 は 秘の 指 定の ある も のを 除く 。

)。

１９ 調達管理部調達企画課長専決事項

専決事項

１ 競争参加資格決定の申請者への通知に関する

こと。

２ 契約事務訓令第９条第１項第２号の規定に基

づく予算増額に係る大臣官房長等との協議及び

通知に関すること。

３ インセンティブ契約制度等の適用状況等の報

告に関する事項に関すること。

２０ 調達管理部企業調査官専決事項

専決事項

監督検査庁訓第３条第３項（同条第４項及び第５

項において準用する場合を含む。）の規定に基づ



く支出負担行為担当官補助者任命書の送付に関す

ること。

２１ 調達事業部物別官及び物別室長専決事項

専決事項

１ 契約事実に関する証明に関すること。

２ 契約の相手方から提出された特別防衛秘密、

特定秘密又は秘密に属する文書等の登録申請、

官給品支給申請及び貸付品申請に関する大臣官

房長等への長官名による依頼に関すること。

３ 監督検査庁訓第４条第１項に定める監督・検

査 職 員 所 属区 分 変更 通 知書 の送 付 に関 する こ

と。

２２ 調達事業部輸入調達官付有償援助調達室長専決事

項

専決事項

有償援助による調達に関する事務のうち、次に掲

げる事項に関すること。

⑴ 有償援助訓令第１５条第１項第３号に基づ



く通関業務の委任の証明に関すること。

⑵ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛

援助協定（昭和２９年条約第６号）第６条に

基づく免税証明を受けるための米軍補給所の

出荷票の写し等の防衛大臣への提出に関する

こと。

２３ 施設等機関の長専決事項

専決事項

１ 標準化訓令第１４条第２項第３号及び第４項

の規定に基づく仕様書の作成に関すること。

２ グループ訓令第５条第１項の規定に基づくグ

ループ主任及びメンバーの修正に伴う防衛技監

の承認に関すること (自らが担当する事業に限

る。 ) 。

３ 防衛装備庁外の者の施設等機関の見学に関す

ること。

４ 施設等機関に勤務する職員の自衛隊の部隊等

に対する宿泊給養の依頼に関すること。



５ 施設等機関に勤務する職員に対する超過勤務

に関すること。

６ 施設等機関に勤務する職員の講師派遣に関す

ること。

７ 施設等機関に勤務する隊員の航空機への搭乗

承認に関すること。

８ 部外者の航空機への搭乗依頼に関すること。

９ 施設等機関に勤務する職員に対する健康診断

の実施に関すること。

１０ 施設等機関に勤務する職員に対する財産形

成財産貯蓄に関する事務に関すること。

１１ 施設等機関に勤務する職員に対する勤務証

明書に関する事務に関すること。



別記様式（第６条関連）

発簡記号・番号

発 簡 年 月 日

防衛装備庁長官 殿

（長官官房総務官気付）

公

発 簡 者 名

印

代決者の指定について（通知）

標記について、防衛装備庁における専決及び代決に関する訓令（平成２７年

防衛装備庁訓令第２４号）第６条の規定に基づき、下記のとおり通知する。

記

代決者（官職・氏名） 代 決 の 範 囲

特 記 事 項

（令和 年 月 日 付）


